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今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（答申）（概要） 
 
経緯 
 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関
する特別措置法（「自動車ＮＯｘ・ＰＭ法」）第６条及び第８条の規定に基づき定められた
総量削減基本方針は、平成22年度までを目標としており、また、平成19年の改正法附則に
基づく制度全般にわたる検討が必要となっていた。 
 このため、環境大臣から中央環境審議会に対し平成22年７月26日に「今後の自動車排出
ガス総合対策の在り方について」が諮問され、自動車排出ガス総合対策小委員会（委員長：
大聖泰弘 早稲田大学大学院教授）において検討を行い、平成 23年１月に、総量削減基本
方針の見直しについて「今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（中間報告）」を
取りまとめた。 
 その後、制度全般の見直しについての検討を進め、平成24年11月に「今後の自動車排出
ガス総合対策の在り方について（報告）」を取りまとめ、当該報告に基づき、平成24年11
月30日（金）、中央環境審議会会長から環境大臣に対し答申。 
 
答申の概要 
１ 大気汚染の状況 
（１）二酸化窒素（ＮＯ２）及び浮遊粒子状物質（ＳＰＭ）の環境基準達成状況 
  ・測定局におけるＮＯ２及びＳＰＭの環境基準達成率は、平成22年度も含め数年継続し

て90%を超えていることから、前回の総量削減基本方針に規定される「環境基準のお
おむね達成」の目標は達成していると評価。 

  ・しかし、ＮＯ２については、非達成局が引き続き存在し、継続的・安定的に達成され
ているとは言い難い自排局も存在。また、ＳＰＭについても、達成率100%の翌年に
100％を下回るなど、継続的・安定的な達成の判断には、引き続き達成状況の監視が
必要。 

  ・自動車からの排出量が絶対的に多いことに加えて、地形、道路構造、周囲の建築物等
により局地的に汚染物質が滞留しやすくなっている等の地域特性が環境基準の達成
に大きく影響している場合もあると考えられる。 

（２）大気環境状況の将来予測 
  ・環境省の予測評価では、測定局については、ＮＯ２は平成27年度に５局、平成32年度

に１局で非達成だが、ＳＰＭはいずれの年度も全局で達成と予測。 
  ・また、平成32年度の道路沿道にかかる予測評価では、ＮＯ２は約17万地点のうち135

地点（約0.1％）で非達成、ＳＰＭは全地点で達成すると予測。 
 
２ 自動車排出ガス対策の実施状況と評価 
（１）自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の施行状況 
  ・総量削減計画に定めるＮＯ２及びＳＰＭの削減目標量は、８都府県合計で目標を達成、

また車種規制により、対策地域内の自動車の排出基準適合率は着実に上昇。 
（２）地方公共団体における取組 
  ・流入車対策としての条例・要綱等による取組のほか、事業者に対し、エコドライブの

実施や非適合車の不使用を要請するなどの取組を実施。 
（３）自動車単体対策の進展 
  ・新車に対する排出ガス規制を逐次強化しているほか、環境対応車も順調に増加。 
（４）自動車の利用に係る対策の進展 
  ・エコドライブについては、コンテスト等への参加事業所数が増加。また、乗用車で、

燃費計などのエコドライブツールを搭載する車種が急速に増加。 
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  ・グリーンＩＴＳの取組は、交通流の円滑化により、自動車排出ガス低減にも有効。 
（５）自動車排出ガス対策の全体的な評価 
  ・自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく各種施策の実施により、ＮＯ２及びＳＰＭの総量の削

減は進んでいるが、局地についてはその特性を踏まえた対策が重要。 
 
３ 今後の自動車排出ガス総合対策の在り方 
（１）自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく対策 
  ・自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく施策は全体的に機能しているといえ、現時点では、現

行の自動車ＮＯｘ・ＰＭ法を見直す必要はないと考えられるものの、局地対策として、
引き続きＮＯ２及びＳＰＭの削減対策を強力に推進していく必要。 

  ・平成27年度の中間評価にあたり、総量削減基本方針の目標がどの程度達成されている
のかを踏まえ、制度や運用の在り方を含めて検討する必要。 

（２）自動車ＮＯｘ・ＰＭ法及び総量削減基本方針に定める施策の推進 
  ○ 局地汚染対策 
   ・非達成局周辺のみの対策では効果が限定的であることから、汚染の広がりや原因を

十分考慮して、合理的な範囲の局地全体を網羅する対策とすることが重要。  
   ・地形、道路構造、周囲の建築物等により局地的に汚染物質が滞留しやすくなってい

る局地については、当該箇所の再開発等が行われる際に、環境改善のための適切な
対策が執られるよう、都市部局等とも十分に連携することが必要。   

   ・関係者の自発的な協力を求める手法（ＮＯ２が高濃度となる場合のエコドライブの
実施や不要不急の自動車利用の自粛等の呼びかけなど）が重要な役割。 

   ・ＩＴＳ技術による道路交通情報の共有を通じた関係者の協力促進には様々な可能性
があり、効果的な情報発信の手法等について、更に検討する必要。 

   ・交通流の迂回等による他の地区の大気環境への影響に留意しつつ、局地汚染対策が
必要な地域の環境改善につながるロードプライシングの可能性やその効果的な在
り方について、十分に研究する必要。 

  ○ 流入車対策 
   ・発着地である対策地域内の荷主の協力等、非適合車の不使用等に一定の成果が得ら

れていることを踏まえて、こうした取組を促進するような対策が重要。 
  ○ 対策地域全般に係る対策 
   ・ポスト新長期規制適合車や環境対応車の一層の普及を促進する支援措置が必要。 
   ・運送事業者によるエコドライブ等の取組や、サプライチェーン全体としてのモーダ

ルシフト、共同輸配送等の物流の効率化等の取組の奨励・拡充が重要。 
   ・エコドライブについては、コンテスト等により事業者の自発的な取組を継続的に実

施・発展させることが重要。また、運送事業者以外の民間企業・団体や一般ドライ
バー等に対してエコドライブの普及を図るための取組も必要。 

  ○ その他 
   ・今後は、局地の特性に応じた実効性の高い対策を講ずるべきであり、局地汚染の状

況・要因の解析等、関連する調査の充実を図ることが必要。 
（３）新しい地域パートナーシップによる取組の推進 
  ・局地対策にあたっては、住民や荷主等、直接的には規制されていない主体による取組

が重要であることから、大気汚染の状況に関する情報提供等を通じ、各主体の問題意
識を高め、自発的な協力を求めることが重要。 

  ・また、局地対策においては、地域特性の影響も指摘されていることから、都市部局等
の多様な関係者が協力して「まちづくり」を行っていくことが必要。 
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自動車排出ガス総合対策小委員会 委員名簿 
 

 

委員長： 大聖 泰弘  早稲田大学大学院環境・エネルギー研究科教授 

 

委 員： 浅野 直人  福岡大学法学部教授 

 

泉  裕介  イオングローバルＳＣＭ（株）管理部マネージャー 

 

遠藤 啓二  (社)東京都トラック協会環境部長 

 

太田 勝敏  東京大学名誉教授 

 

織  朱實  関東学院大学法学部教授 

 

佐藤 賢二  川崎市環境局環境対策部交通環境対策課長 

（吉田 美登利  第５回より佐藤委員と交代） 

 

中島 二三男  東京都環境局自動車公害対策部計画課長 

（小原  昌  第６回より中島委員と交代） 

 

宮本 千壽子  世田谷区野沢4丁目自治会副会長 

（東京・上馬交差点付近） 

 

村木 美貴   千葉大学大学院工学研究科准教授 

 

横田 久司   公益財団法人東京都環境公社 

        東京都環境科学研究所調査研究科主任研究員 

 

（50音順、敬称略）   
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自動車排出ガス総合対策小委員会における 

議論の経緯について 

 
第１回（平成22年9月13日（月）10：00～12：00） 

議事及び概要 

 (1) 自動車排出ガス総合対策小委員会の設置及び運営方針について  

 (2) 自動車排出ガス総合対策の経緯と現状について  

   ＮＯｘ及びＳＰＭの大気環境基準をおおむね達成するとの目標は達成されているが、なお基準

非達成の局所が残されており、引き続き局地汚染対策の推進が必要との認識が確認された。 

 (3) 今後の検討の進め方について  

   今後の検討の進め方について了承され、次回の小委員会では、局地汚染の現状と対策について、

関係都府県からのヒアリングを実施することとされた。 

 (4) その他  

 

第２回（平成22年10月15日（金）15：00～17：30） 

議事及び概要 

 (1) 前回小委員会における論点の整理について  

 (2) 自動車排出ガス総合対策に関するヒアリング  

   関係自治体より環境基準非達成の局所の状況、大気環境基準達成に向けた取組の実施状況、基

本方針の変更に関する要望等に関して説明を行った。また、事業者における取組（イオングロー

バルSCM株式会社及び社団法人東京都トラック協会）について各委員から説明があり、質疑応答

が行われた。 

 (3) 中間報告の取りまとめについて  

   事務局にて中間報告のたたき台を作成し、事前に各委員の意見を聴取した上で、次回小委員会

にて中間報告のパブリックコメント案の審議を行うこととした。 

 (4) その他  

 

第３回（平成22年12月２日（木）16：00～18：00） 

議事及び概要 

 (1) 今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（中間報告案）  

   中間報告案に対する意見を踏まえた具体的な修文については委員長に一任され、修文した中間

報告案によりパブリックコメントを行うことが了承された。 

 (2) 今後の検討の進め方について  

   中間報告案について１月上旬までパブリックコメントを実施した上で、次回小委員会（１月

18日）にて、中間報告の取りまとめを行うことが了承された。 

 (3) その他 
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第４回（平成23年１月18日（火）15：00～17：30） 

議事及び概要 

 (1) 「今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（中間報告）案」に対するパブリックコメ

ントの実施結果について 

   中間報告案に寄せられた意見の概要とそれに対する考え方の案について事務局より説明を行

った後、その内容について審議し、当小委員会の考え方とすることが了承された。 

 (2) 「今後の自動車排出ガス総合対策の在り方について（中間報告）」について  

   審議の結果を踏まえて修文したものを、当小委員会の中間報告とすることが了承された。 

 (3) その他 

 

第５回（平成24年３月６日（火）10：00～12：00） 

議事及び概要 

 (1) 自動車排出ガス総合対策を巡る最近の動向 

 (2) 平成２２年度大気汚染状況等について 

 (3) 平成３２年度までに大気環境基準を確保するための大気汚染シミュレーション手法及びその

結果について 

   シミュレーションの結果を踏まえ、今後の議論を進めていくとの認識が確認された。 

 (4) 今後の予定について 

 (5) その他 

 

第６回（平成24年９月18日（火）15：00～17：00） 

議事及び概要 

 (1) 今後の自動車排出ガス総合対策について 

   「今後の自動車排出ガス総合対策について（答申案）」に対する意見を踏まえた具体的な修文

については委員長に一任され、修文した答申案によりパブリックコメントを行うことが了承され

た。 

 (2) その他 

 

第７回（平成24年11月21日（水）14:00～16:00） 

議事及び概要 

 (1) 今後の自動車排出ガス総合対策について 

   最終報告案に寄せられた意見の概要とそれに対する考え方の案について事務局より説明を行

った後、その内容について審議し、当小委員会の考え方とすることが了承された。 

   また、最終報告案について審議の結果を踏まえて修文したものを、当小委員会の最終報告とす

ることが了承された。 

 (2) その他 
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参考資料 

 

・自動車ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域内自排局環境基準達成状況（自排局） 

（平成22年度） 

 二酸化窒素 95.7%(198/207) 

（未達成局は、船橋日の出（千葉県）、環七通り松原橋、玉川通り上馬、中山道大和町

（以上東京都）、池上新田公園前、二子、遠藤町交差点（以上神奈川県）、大平（愛知

県）、納屋（三重県）） 

 浮遊粒子状物質 99.0%(195/197) 

（未達成局は、池上新田公園前（神奈川県）、垂水自動車（兵庫県）） 

 

 

 

・環境省シミュレーション結果（浮遊粒子状物質は全局で達成と予測） 

 （自排局）二酸化窒素 平成27年度 5局で未達成 

（未達成局は、環七通り松原橋、玉川通り上馬、中山道大和町（以上東京都）、池上新

田公園前（神奈川県）、納屋（三重県）） 

 （自排局）二酸化窒素 平成32年度 1局で未達成 

（未達成局は、環七通り松原橋（東京都）） 

 （交差点近傍）二酸化窒素 

平成32年度 135地点（約17万の予測地点に対して0.01%の地点）で未達成 

 

【二酸化窒素】 【浮遊粒子状物質】 


